
 
 
 
令和８年度  

国の施策等に関する提案・要望  

 

外  務  省 

防  衛  省 

 
 

 

 

 

令和７年 

 

 

愛 媛 県 

愛 媛 県 市 長 会 

愛 媛 県 町 村 会 
 

 



 



平素より、愛媛県及び県内市町の行政の推進につきまして、格別の御高配を

賜り、深く感謝を申し上げます。 

現在、我が国は、急速に進行する人口減少を始め、コロナ禍を経た人々の価

値観の変化、不安定な国際情勢、激甚化・頻発化する自然災害、飛躍的な勢い

のデジタル技術の進化など、さまざまな変動要因に直面しており、先行き不透

明な時代を迎えていると感じています。 

こうした中、愛媛県では、複雑化・多様化が進む地域課題にスピード感をも

って対応するため、政策立案段階から多様な主体の参画を得て政策を企画・実

行していく「えひめ版政策エコシステム」を導入するとともに、現場起点での

課題解決や新たな価値の創造を目指す「官民共創拠点」を設置することとする

など、政策立案型行政の更なる深化に努めているところです。 

また、「えひめ人口減少対策重点戦略」の下、人口減少問題に対し、市町や企

業・県民の皆さんと危機感を共有した上で、「オール愛媛体制」により、出会い

の場の創出や移住促進等に取り組むとともに、国内市場の縮小を見据えた海外

への農林水産物の輸出拡大、国内外からの一層の誘客促進に向けたプロモーシ

ョンの展開など、地域経済の活性化にも力を注いでおります。 

さらに、デジタル技術の現場実装・横展開や、県内４大学と連携したデジタ

ル人材の育成を図るなど、デジタル技術を駆使したＤＸを強力に推進している

ほか、西日本豪雨災害からの創造的復興と、南海トラフ地震等の大規模自然災

害に備えた防災・減災対策の強化にも努めています。今後とも、これまで種を

まき、ステップアップを図ってきた政策を更に一歩前進させるとともに、地方

創生の先頭を走る気概を持って、未来の成長につながる政策に積極果敢に挑戦

してまいります。 

国におかれましては、地方創生２．０を起動し、地域資源やデジタル・新技

術の活用により付加価値創出型の新しい地方経済の創生に取り組まれているほ

か、賃上げや物価高対策等、重要課題への対応に御尽力いただいているところ

でありますが、本県の施策を実効性あるものとするためには、財源の確保はも

とより、地域の実情に即した事業を推進する上での各種制度の創設や見直しな

ど、これまで以上に国からの強力な御支援が必要です。 

つきましては、本県の現状や課題を踏まえ、愛媛県及び県内市町の発展に不

可欠な重要施策の推進に資する提案・要望を取りまとめましたので、令和８年

度政府予算の編成及び政策の決定に当たりまして、格別の御理解、御配慮を賜

りますようお願い申し上げます。 
 

            愛媛県知事      中村 時広 
 
            愛媛県市長会 会長   管家 一夫 
 
            愛媛県町村会 会長   河野 忠康 
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○

】

【提案・要望事項】

(1)

(2)

(3)

(4)

【現状・課題】

(1)

(2)

(3)

(4)

地域の実情を踏まえた防災・減災対策の推進について

防災・減災対策の総合的な推進

【内閣府・気象庁・総務省・防衛省

住民への避難情報等の周知徹底・理解促進や線状降水帯発生予測等

の精度向上など、豪雨災害に備える避難対策を推進すること。

1

能登半島地震では「応急対策職員派遣制度」等の全国的な相互支援体制に

より被災自治体への支援が進められたが、応援職員のノウハウを災害対応業務

にスムーズに反映するためには、業務の標準化の着実な推進が必要。

被災者生活再建支援制度の適用を住家の半壊・床上浸水まで拡大す

ること。

大規模災害時に迅速・円滑な支援が行われるよう、近年の災害教訓等

を踏まえた災害対応業務等の標準化を着実に推進すること。

一人でも多くの住民の命を守るためには、住民が防災気象情報や避難情報を

正しく理解し、躊躇なく避難する必要があり、自治体だけでなく、国においても主

体的に、住民への避難情報等の周知徹底や理解促進が必要。

被災者生活再建支援制度は、これまでも過去の災害の教訓等を踏まえた見直

しが行われてきたが、被災者が一日も早く日常生活を取り戻すため、引き続き、

制度の適用拡大が必要。

写真、図表等

貼り付けスペース

陸上自衛隊松山駐屯地の拡張を着実に推進すること。

南海トラフ地震等の大規模災害時において、自衛隊による人命救助活動等が

迅速かつ円滑に実施されるよう、松山駐屯地の敷地拡張の着実な推進が不

可欠。

○西日本豪雨災害の被災状況（大洲市） ○能登半島地震の愛媛県の支援状況○防災気象情報と避難行動
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【県内の取組】

(1)

(2)

(3)

(4)

【実現後の効果】

○

○

○

西日本豪雨災害等の教訓を踏まえ、自発的な避難行動に結び付けるため、え

ひめ防災フェア等で知識の普及啓発に努めるとともに、防災士の養成や自主防

災組織の活性化に取り組み、自助・共助意識の浸透や定着、実践を実施。

西日本豪雨災害の際に、適用対象外である住家の「半壊」や「床上浸水」の被

害についても本県独自の支援を行い、被災者の早期の生活再建を支援。

県と市町が連携し、災害マネジメント総括支援員等の育成を強化するほか、

西日本豪雨災害の検証結果等を踏まえ、罹災証明書発行等について、県内

市町の取扱いの統一化や応援の円滑化を図るため、県と市町共同でシステム

導入。

地域の実情に応じた防災・減災対策の促進

大規模災害等における被害の軽減と迅速かつ適切な災害対応の実現

災害発生時の自衛隊の迅速な災害対応による人命救助活動等の実現

県担当部署：県民環境部　防災局　防災危機管理課

事業主体である自衛隊や地元東温市と連絡会議を適宜開催し、事業の進捗

状況や課題等の情報共有を実施。

○えひめ防災フェア（VRで避難行動体験）

令和６年度 愛媛県・市町連携推進プラン
【災害マネジメント総括支援員等の育成】

○防災士数全国１位
（R6.10末、県庁前） ○西日本豪雨災害における愛媛県独自の被災者生活再建緊急支援金
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】

【提案・要望事項】

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

【現状・課題】

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

情報公開が図られているところであるが、より一層丁寧な説明と関係者とのリスク

コミュニケーションの強化が必要。また、政府が今後も持続的に原子力を活用

する方針を示したことから、県民への広く丁寧な説明が必要。

ロシアによるウクライナ侵攻等を踏まえ、原子力発電所等への武力攻撃・テロ行

為による被害の未然防止や、有事の際の迅速な対応が必要。発電所周辺上

空の飛行は通達により配慮が求められているが、飛行禁止の法制化が必要。

原子力発電所の安全性や原子力政策について説明責任を果たすととも

に、情報公開及びリスクコミュニケーションを強化すること。

原子力発電所への武力攻撃やテロ行為の未然防止に努めるとともに、周

辺上空の航空機の飛行禁止の法制化を図ること。

伊方発電所１、２号機は廃止措置中であるが、我が国では加圧水型原子炉

の廃炉実績がないことから、安全管理の徹底はもとより、廃炉技術の研究が進

むための取組が必要。また、廃炉に伴い発生する低レベル放射性廃棄物の処分

が進んでいないことから、事業者への国の積極的なサポートが不可欠。

乾式貯蔵や使用済MOX燃料を含む使用済燃料対策や核燃料サイク

ル、最終処分等の取組を一層加速すること。

廃炉作業が安全・的確に進められるよう、厳正に監視するとともに、低レ

ベル放射性廃棄物処分に係る事業者の取組をサポートすること。

福島第一原子力発電所事故から14年が経過したが、今なお一部の県民から

原子力行政に対する不安や不信の声があるため、能登半島地震等を踏まえ、

厳正な原子力安全規制や最新知見に基づく対策が必要。伊方発電所３号

機は運転開始後30年を超えており、高経年化等も踏まえた検査の実効性向

上や継続的な制度改善、国による安全確認が不可欠。

設置工事中の伊方発電所の乾式貯蔵施設は、使用済燃料の再処理までの

一時的保管であることや安全性・必要性について丁寧な説明が必要。また、再

処理に伴い発生する高レベル放射性廃棄物の最終処分や使用済MOX燃料

の処理・処分について、国が前面に立った責任ある対応が必要。

伊方発電所の安全対策の強化等について
【原子力規制委員会・経済産業省・内閣府・警察庁・防衛省・外務省・国土交通省

原子力発電所の高経年化等も踏まえ、安全対策を充実・強化するととも

に、安全文化の醸成に向けた事業者の取組を厳格に確認すること。

2

－3－



【県内の取組】

(1)

(4)

(2)

(3)

(5)

【実現後の効果】

○

○

原子力発電所周辺上空の飛行については、昭和63年6月に米軍機墜落が発

生していることから、飛行禁止の法制化を要望した。

県担当部署：県民環境部　防災局　原子力安全対策課

写真、図表等

貼り付けスペース

県民の安心感の醸成

本県では、絶対に重大事故を起こさせないとの決意の下、伊方発電所の安全を

確保するため、四国電力に対し、独自の追加安全対策を要請してきた。

安全協定に基づく３号機の再起動に係る事前協議において安全性を慎重に確

認するとともに、国の考え方、四国電力の取組姿勢、地元の理解の３条件を

考慮の上、県として了解するとともに、知事から国に対し、安全文化の絶え間な

い醸成及び原子力規制に関する情報公開の徹底等を要望した。

乾式貯蔵施設設置については、安全性と一時的保管であることを確認した上

で了解するとともに、四国電力に対し、使用済燃料の計画的な搬出などを要請

した。また、国に対し、核燃料サイクルの推進や使用済MOX燃料の処理・処分

方策の早期決定、厳格な原子力規制検査の実施などを要請した。

１、２号機の廃止措置計画については、安全性等を確認した上で了解するとと

もに、四国電力に対して、廃止措置期間中の安全確保、低レベル放射性廃棄

物の処分への真摯な取組等を、国に対しては、検査など事業者の取組の確

認、低レベル放射性廃棄物に係る事業者の取組へのサポート等を要請した。

最新の科学的・技術的知見に基づく伊方発電所の安全確保

福島第一原子力発電所事故後の四国電力への８項目の追加安全対策の要請

　１　原子力本部の松山市への移転

　２　国の基準を上回る電源対策

　３　国の新たな指針を待つことなく実施する更なる揺れ対策

　４　「えひめ方式」の異常時通報報告の更なる徹底

　５　地元住民に対する真摯な説明

　６　原子炉容器の劣化の確認試験の前倒し

　７　県内全市町への伊方発電所異常時通報連絡情報の提供

　８　万が一の事故の際の作業スペースの確保
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】

【提案・要望事項】

(1)

(2)

(3)

【現状・課題】

(1)

(2)

(3)

複合災害に備えた原子力防災対策の充実・強化について
【内閣府・原子力規制委員会・国土交通省・防衛省

原子力災害対策指針について、最新の知見や自治体等の意見を適切に

反映し充実を図るとともに、住民へ丁寧に説明すること。

3

緊急時の円滑な避難、緊急輸送に備えた道路ネットワークの機能強化をはじ

め、国・市町・防災関係機関等と連携した実践的な訓練、避難路の改良、ド

ローンを活用した情報収集体制の構築等に取り組んできたが、引き続きソフト・

ハード両面から一層の充実強化が必要。

総合防災訓練の成果等を踏まえ、原子力災害時における省庁横断的な

人的・物的支援の充実強化による広域避難の実効性向上を図ること。

緊急時の円滑な避難、緊急輸送に備えた道路ネットワークの機能強化

を図るため、必要な予算を重点的に配分すること。

伊方発電所が佐田岬半島の付け根に位置しており、陸海空あらゆる手段を用

いた避難体制の強化に取り組んでいるが、一部の住民にスムーズな避難に対す

る不安の声があるなど、避難計画の更なる実効性の向上が必要。

能登半島地震、南海トラフ地震臨時情報の発表などにより、住民の原子力災

害への危機意識が高まっている。

原子力発電施設等緊急時安全対策交付金について、避難路の改良、ド

ローンの追加配備、放射線防護対策等に必要な費用を確保すること。

緊急時モニタリング体制について、国が責任をもって統括し、最新知見や

地域特性を考慮した実効性のある体制強化や資機材整備を行うこと。

放射線監視等交付金について、地域の取組に支障が生じないよう平時

から緊急時までの適切なモニタリング等に必要な費用を確保すること。

福島第一原発事故後に強化された緊急時モニタリング体制について、国が責

任をもって統括し、常に最新の知見や地域の特性を考慮しながら、実効性のあ

る実施体制の充実強化や資機材整備等が必要。
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【県内の取組】

(1)

(2)

(３)

【実現後の効果】

○

○

国・市町・防災関係機関等と連携し実践的な訓練を毎年実施するとともに、能

登半島地震等の災害から得られた新たな知見や教訓を県広域避難計画に反

映させブラッシュアップを図っている。

緊急時の円滑な避難、緊急輸送に備え、大洲・八幡浜自動車道や県道鳥井

喜木津線、国道378号などの整備推進、松山自動車道「松山ＩＣ～大洲Ｉ

Ｃ」の全線４車線化に取り組んでおり、重点的な予算配分が必要である。

複合災害時における避難路の被災状況を確認するため、ドローンを活用した情

報収集体制を構築しているが、状況確認の迅速化や要員の省力化を図る必要

があることから、国へ長時間飛行可能なドローンの追加配備を要望している。

地域の実情に応じた原子力防災対策の更なる充実・強化

　　　　　　県担当部署：県民環境部　防災局　原子力安全対策課

　　　　　　　　　　　　　　　土木部　道路都市局　道路建設課

写真、図表等

貼り付けスペース

県民の安心感の醸成

福島第一原発事故後に、モニタリング体制整備に力を入れ、モニタリングポストの

追加設置等を実施しているが、電気代・通信費用などの維持管理や、老朽化

によるモニタリング資機材の更新が必要である。

国土地理院地図を加工して作成

UPZ

予防避難ｴﾘｱ

PAZ

宇和島海上保安部巡視艇

離島からの海路避難

伊方町役場
県八幡浜支局
八幡浜消防本部

ドローン映像による
避難経路の確認

県漁業取締船（２隻）

孤立地区からの
海路避難

海上ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

松山海上保安部ゴムボート(２隻)

孤立地区からの住民搬送

県消防防災ヘリ

孤立地区からの
空路避難

航空自衛隊ヘリ

孤立地区からの
空路避難

海上自衛隊ヘリ

要配慮者空路避難

国道九四フェリー
(三崎港→佐賀関港)

松山海上保安部巡視船
（三崎港での乗船まで）

大分県への海路避難

県災害対策本部

令和6年度原子力防災訓練
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要望書データは愛媛県ホームページに掲載 

https://www.pref.ehime.jp/page/4450.html 
まじめみきゃん 


